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2023年度　予算の概要

１　正味財産増減予算

　2023年度予算においては、事業計画に基づき、看護の質向上に向けた取組み、看護職の確保定着推進及
び道民の健康福祉の増進に資するための経費並びに本会会館等の維持管理に必要な経費を計上しました。
　予算額は、経常収益750,786,000円に対して経常費用779,053,000円であり、当期経常増減額（収支差額）
は△28,267,000円となります。さらに公益法人会計基準に基づき、指定正味財産として計上する寄付金相
当の固定資産に係る減価償却費の一般正味財産への振替額△5,373,000円を加えますと、正味財産期末残
高は、△33,640,000円となります。

　⑴　経常収益
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※内訳欄は、正味財産増減計算書の主な科目を記載し、少額な科目については「その他」に一括して計上しています。

◎収益のポイント（前年度予算との増減の主なもの）

【受取会費】　　　　　　　　　　 496,800千円� 3,450千円減
　・目標会員数の減　43,500名　→　　43,200名� 300名減　

【受講料等収益】　　　　　　　　 108,783千円� 2,188千円増
　・研修の増� 8,423千円増　
　　87研修 → 90研修、定員数 7,780名 → 7,965名　185名増
　　　　　　　　　95,466千円　→ 103,890千円
　・北海道専任教員養成講習会委託事業終了� 4,400千円減　
　　　　　　　　　 4,400千円　→　　　　 0円
　・北海道看護研究学会参加人数の減� 2,100千円減　
　　　　　　　　　　 1,700名　→　　 1,000名　700名減

【受託事業収益】　　　　　　　　 117,099千円� 10,061千円減
　［受託終了］
　・北海道専任教員養成講習会委託事業
　　　　　　　　　10,379千円　→　　　　 0円� 10,379千円減　

（単位：千円）

Ａ　経常収益 750,786

Ｂ　経常費用 779,053

Ｃ　当期経常増減額（Ａ－Ｂ） △ 28,267

Ｄ　一般正味財産への振替額（減価償却費相当） △ 5,373

Ｅ　正味財産期末残高（Ｃ＋Ｄ） △ 33,640

内　　訳 当年度予算額 構 成 比

受 取 会 費 496,800 66％

受 講 料 等 収 益 108,783 14％

会 館 利 用 料 収 益 38 0％

日 看 協 助 成 金 17,172 2％

受 託 事 業 収 益 117,099 16％

そ の 他 10,894 2％

収　益　合　計 750,786 100％

（単位：千円）

前年度予算額 増　　減

500,250 △ 3,450
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132 △ 94

17,200 △ 28

127,160 △ 10,061
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　⑵　経常費用

◎費用のポイント（前年度予算との増減の主なもの）

【質向上】　　　　　　　　　　　125,074千円� 10,389千円減
　・北海道専任教員養成講習会終了による減
　　　　　　　　14,779千円　→　　　　　0円� 14,779千円減　
　・�医療安全管理者養成研修を日看協のe-ラーニングに移行する
ことによる費用の減

　　　　　　　　 1,831千円　→　　　764千円� 1,067千円減　
　・北海道看護研究学会の会場を協会とすることによる費用の減
　　　　　　　　 6,421千円　→　　5,087千円� 1,334千円減　
　・衛星遠隔通信研修終了による費用の減
　　　　　　　　 1,550千円　→　　　303千円� 1,247千円減　
　・認定看護管理者教育課程ファーストレベル開催回数の増
　　　　　　　　13,803千円　→　 19,290千円� 5,487千円増　
　・支部職能委員長会議　実績に基づく旅費交通費の増
　　　　　　　　 2,291千円　→　　3,297千円� 1,006千円増　

【健康福祉】　　　　　　　　　　 37,783千円� 1,546千円減
　・看護職連携等推進事業終了による減
　　　　　　　　 2,233千円　→　　　　　0円� 2,233千円減　
　・災害時のBCP策定ワークショップ事業終了による減
　　　　　　　　　 621千円　→　　　　　0円� 621千円減　
　・個人会員増による協会ニュース発送費用の増
　　　　　　　　14,313千円　→　 15,536千円� 1,223千円増　

【公益共通】　　　　　　　　　　282,340千円� 8,019千円増
　・電気料値上げによる光熱水料費の増
　　　　　　　　10,934千円　→　 16,791千円� 5,857千円増　
　・会員管理システム等資産取得による減価償却費の増
　　　　　　　　49,366千円　→　 52,716千円� 3,350千円増　
　・マナブルシステムの利用等による賃借料の増
　　　　　　　　15,947千円　→　 17,929千円� 1,982千円増　
　・会員管理システム更新による保守料の増
　　　　　　　　 3,350千円　→　　3,999千円� 649千円増　
　・自家発電装置部品交換等作業終了による修繕費の減
　　　　　　　　 2,132千円　→　　　246千円� 1,886千円減　
　・臨時職員１名減による人件費の減
　　　　　　　 122,708千円　→　121,540千円� 1,168千円減　
　・駐車場管理業務縮小等による委託費の減
　　　　　　　　20,761千円　→　 19,669千円� 1,092千円減　

（単位：千円）

区　分 内　訳 主な事業内容 当年度予算額 構成比 前年度予算額 増　減

公　益 質 向 上 研修、学会、医療安全、保・助・看の活動、図書室 125,074 16％ 135,463 △ 10,389

確保定着 ナースセンター・労働環境改善等 86,222 11％ 85,436 786

健康福祉 在宅ケア推進、災害看護、健康づくり、広報活動 37,783 5％ 39,329 △ 1,546

支部事業 支部における事業 81,055 10％ 81,522 △ 467

公益共通 人件費・維持費・経費 282,340 36％ 274,321 8,019

小　　計 612,474 78％ 616,071 △ 3,597

収益等 会 員 加入促進、会員に対する福利厚生等 21,139 3％ 18,055 3,084

法　人 管 理 本会を運営するために必要な事業 145,440 19％ 138,556 6,884

費用合計 779,053 100％ 772,682 6,371
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【会員】　　　　　　　　　　　　21,139千円� 3,084千円増
　・会員管理システム取得による減価償却費の増
　　　　　　　　　　　 0円　→　 1,750千円� 1,750千円増　
　・会員管理システム導入による通信運搬費の増
　　　　　　　　 1,607千円　→　 2,205千円� 598千円増　

【管理】　　　　　　　　　　　 145,440千円� 6,884千円増
　・�研修等申込システム（マナブル）導入による受講料等入金手
数料の増

　　　　　　　　　 600千円　→　 4,600千円� 4,000千円増　
　・給与改定等による人件費の増
　　　　　　　　67,676千円　→　69,675千円� 1,999千円増　
　・電気料値上げによる光熱水料費の増
　　　　　　　　 2,672千円　→　 4,090千円� 1,418千円増　
　・会員管理システム取得による減価償却費の増
　　　　　　　　10,174千円　→　10,775千円� 601千円増　

２　資金調達及び設備投資の見込み（正味財産予算書に計上されない経常支出）
　資金調達及び設備投資予定なし。

３　公益社団法人の要件となる財務三基準
　当協会は、公益法人として「収支相償」・「公益目的事業比率」・「遊休財産額の保有制限」の財務三基
準を満たすことが要求されます。

⑴　収支相償：公益目的事業に係る収入が費用を超えないこと
　　　収益　494,514,000円　　＜　　費用　612,474,000円

⑵　公益目的事業比率：公益目的事業費用は、総費用の50％以上でなければならないこと
　　　 公益目的事業費用 

　 ⇒ 　
 612,474,000円 

　 ＝ 　78.6％
　　　　　　総費用　　　　　　　 779,053,000円

⑶　遊休財産額の保有制限：遊休財産額が遊休財産額の保有上限額を超えないこと
　2023年度予算における遊休財産の保有上限額は、公益目的事業費用と同額の612,474,000円となり
ます。
　本会の遊休財産は、主に決算時の収支差額と前年度の繰越金ですが、本予算に沿った執行であれば、
決算時に大きな増加は見込まれないため、この保有上限額を超えません。

※遊休財産額：法人の純資産のうち使途の定まらないものの額

●事業区分別収益及び費用（2023年度予算）

（単位：円）

区　　　分 収　　　益 費　　　用
公益目的事業会計 494,514,000 612,474,000
収 益 事 業 等 会 計 6,516,000 21,139,000
法 人 会 計 249,756,000 145,440,000

合　　計 750,786,000 779,053,000
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